
様式１

Ⅰ　団体の概要
（令和4年4⽉1⽇現在）

Ⅱ　点検評価（団体の必要性）
１ 団体の設⽴⽬的（定款）

２ 団体が果すべき使命・役割

３ 団体を取り巻く環境

点検評価表（外郭団体）

団　　体　　名 公益社団法人静岡県畜産協会
所　　在　　地 静岡市葵区相生町14番26-3号 設⽴年⽉⽇ 昭和49年3⽉30⽇
代　　表　　者 会⻑　　鈴⽊　正三 県 所 管 課 経済産業部畜産振興課

運営する施設 静岡県家畜共同育成場(静岡県設置)の指定管理
団体ホームページ http://shizuoka.lin.gr.jp/

出資者 出資額（千円） ⽐率（％） 役職員の状況（人）
静岡県   195,000 37.8  常勤役員    2  常勤職員  18 
静岡県経済連     72,670 14.1  うち県OB    1  うち県OB     - 
浜松市     20,360 4.0  うち県派遣     -  うち県派遣     - 
JAとぴあ浜松     13,820 2.7  非常勤役員  14  非常勤職員    6 
その他   213,560 41.4 役員 計  16 職員 計  24 

基本財産（資本⾦） 計   515,410 100.0 

区　分 内　　　　容

設⽴に係る根拠法令等 なし

団体の沿革

　平成14年4⽉1⽇に(社)静岡県家畜畜産物衛生指導協会(昭和49年4⽉1
⽇設⽴)と(社)静岡県畜産会(昭和30年12⽉19⽇設⽴)が合併し、名称を(社)
静岡県畜産協会と改め設⽴された。その後、平成18年3⽉には(社)静岡県畜産
物価格安定基⾦協会と合併し、平成24年3⽉に静岡県から公益社団法人として
の認可を受け、平成24年4⽉1⽇付けで公益社団法人静岡県畜産協会が発⾜
した。

　協会は、畜産業を営む者及びその組織する団体の健全化等に資する事業の実施を通して、家畜衛生の
向上及び安全な畜産物の生産性の向上に貢献し、もって国⺠に対し安全で安⼼な畜産物を安定的に供給
することを目的とする。

　家畜自衛防疫の推進により家畜伝染病の発生を予防し、また、畜産経営の支援指導や畜産物の価格安
定により畜産経営の健全化を推進し、その結果、安定的な畜産物の生産が可能となり、以て県⺠の生活の
安定を図る。また、県家畜共同育成場において県内酪農家の後継⽜を育成することにより、県内産⽜乳の
生産⼒を維持し、以て県⺠の生活の安定を図る。

団体を取り巻く社会
経済環境の変化や
新たな県⺠ニーズ

　農畜産物流通の国際化の伸展に伴う価格競争の激化、飼料価格の⾼騰や、畜
産農家の減少に伴う生産⼒の低下が進む中、農家経営の安定化が重要課題と
なっている。
　また、県⺠は、安全・安⼼な県産畜産物の供給(地産地消)を求めている。

⾏政施策と団体活動
との関係（役割分担）

　協会は、畜産経営技術の改善指導、家畜自衛防疫の普及推進、家畜共同育
成場の管理と後継⽜の育成、家畜・畜産物の価格差補塡等の事業を実施する
等、県の畜産施策を補完する重要な役割を担っている。

⺠間企業や他の団体
との関係（役割分担）

　様々な経営形態が混在する現在、補助事業実施や公共施設の管理運営にお
いて県全体の窓口になれる組織は当協会しか無く、他団体は、地域や傘下の会員
に対する直接的な事業実施主体となっている。
　また、安定的な畜産経営を⾏うためには、経営コンサルタント等による経営分析や
技術指導が必要となるが、零細な畜産経営では、⾼額な費⽤を要する経営コンサ
ルタントの利⽤は困難であるため、当協会が、補助事業等を活⽤してその役割を果
たしている。

http://shizuoka.lin.gr.jp/


４ 事業概要 （単位︓千円 ）
区分 事業名 事業概要 R3 決算 R4 予算

合　　　計 521,098 465,748

自主
事業

死亡獣畜処理円
滑化事業

　畜産農家から発生する死亡獣畜の適正かつ円滑
な処理体制を確⽴するため、県、市町及び生産者団
体からの出資⾦等により設⽴された死亡獣畜処理基
盤強化基⾦を運⽤管理し、その運⽤益等を以て死
亡獣畜処理を⺠間業者に業務委託するとともに、死
亡獣畜の適正処理に関する指導を⾏う。…(化製場
等に関する法律)

4,019 9,180

国補
助

家畜自衛防疫推
進事業

　自衛防疫強化のための関係機関推進調整会議、
予防注射実施率向上のための研修会等を開催す
る。
　口蹄疫、豚熱等の海外悪性伝染病が発生した場
合、飼養する家畜の淘汰に伴う損失を、生産者等が
互助補償する家畜防疫互助事業の推進を図る。…
(家畜伝染病予防法)

55,902 43,798

県委
託

畜産経営技術指
導事業

　畜産経営の体質強化と⾼度化を図るため、経営技
術の診断分析、個別指導、集団指導及び経営展開
に必要な情報提供等を⾏う。

1,590 1,766

県補
助

ふじのくに畜産フェア
開催事業

　優良家畜を⼀堂に集めた静岡県畜産共進会を開
催することにより、本県の家畜改良⽔準を広く⽰すとと
もに、家畜改良増殖の推進、家畜飼養管理の向
上、消費者の本県畜産への理解醸成を図る。

1,815 1,815

県補
助

地域畜産振興事
業

　畜産農家の経営安定を図るため、経営指導を実施
する畜産コンサルタント職員の人件費の⼀部を助成
する。

12,622 13,225

県補
助

ふじのくに酪農経営
安定化支援ヘル
パー事業

　酪農ヘルパー事業を実施するヘルパー利⽤組合の
事業推進やヘルパー要員の確保、養成を⾏う。
　酪農家の傷病時の支援対策として互助事業を実
施する。

4,653 8,987

県委
託

家畜共同育成場
管理事業

　家畜資源(⽜)の確保と畜産経営の安定並びに県
⺠に安全・安⼼な⽜乳、乳製品及び⽜⾁の供給を
図るため、畜産業(⽜)を営む経営体から子⽜を預り、
放牧を通じて⾜腰の強い後継⽜を育成する。…(静
岡県家畜共同育成場の設置及び管理に関する条
例)

202,910 214,601

県補
助

⾁⽤子⽜補給⾦
事業

　⾁⽤子⽜の平均売買価格が、保証基準価格を下
回り合理化目標価格を上回った場合に、その差額を
補塡する。さらに、合理化目標価格を下回った場合
には、生産者積⽴⾦からその差額の9割を補塡する。
…(⾁⽤子⽜生産安定等特別措置法)

8,426 8,783

その他
補助

⾁⽤⽜肥育経営
安定交付⾦制度
事業

　肥育⽜1頭当たりの標準的販売価格が、標準的生
産費を下回った場合に、生産者積⽴⾦からその差額
の9割を補塡する。…(畜産経営の安定に関する法
律）

229,161 163,593



５ 事業成果指標

６ 事業成果の総括評価

※判定欄　…　○︓良好　　△︓改善を要する　　×︓抜本的な改革が必要

目標（上段）及び実績（下段）

評価
85 85 85 85
67 73 74 （ R4 ）

100 100 100 100
129 137 135 （ R4 ）
190 110 110 110
165 110 110 （ R4 ）
70 70 70 70
67 69 66 （ R4 ）

※評価　…　Ａ︓目標達成　　Ｂ︓目標未達成　　Ｃ︓目標未達成（乖離⼤）

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
△ 　家畜防疫互助事業の加⼊農家率は、若⼲

改善したかのように⾒えるが、これは未加⼊農
家の廃業が多いためである。現在も経営に重
⼤な影響を及ぼす家畜伝染病の侵⼊のリスク
は⾼い状況にあるため、ことあるごとに事業の重
要性を啓発し、加⼊率の向上に努める。
　年間延べ預託頭数達成率は、乳⽤種初妊
⽜価格の⾼止まりや預託農家の要望である人
工授精の導⼊等により目標を⼤きく上回った。
　畜産共進会出品点数は、新型コロナウイルス
感染症の影響で、乳⽜の部が未開催となり、
開催された⾁⽜の部については、計画が達成さ
れた。
　酪農ヘルパー参加率は若⼲減少したが、理
由として、ヘルパー事業に参加している農家は
中小規模農家の割合が⾼く、⾼齢化による廃
業があったためである。本質的には、中小規模
農家の経営継続には酪農ヘルパー利⽤が不
可欠であり、そのため中小規模農家の事業参
加率を⾼めることが重要である。
　農家は、経営環境の厳しさが増す中、短期
的な視野で物を⾒るという⼀⾯がある。そこで、
今後は、各事業の必要性の本質を説明しなが
ら、各事業への参加を促していく。

△ 　家畜共同育成場の預託頭数は、年々増加
し、令和3年度も、計画を⼤きく上回っているた
め、⾼く評価できる。
　家畜防疫互助事業は、依然、家畜伝染病
の侵⼊のリスクが⾼い状況にあることから、加⼊
率向上のための努⼒を期待する。
　畜産共進会出品点数は、新型コロナウイルス
感染症拡⼤状況下で、安全性に十分配慮し
て⾁⽜の部を開催し、計画を達成したことは評
価できる。
　酪農ヘルパーを必要としている農家は、雇⽤
を取り⼊れていない中小規模の個人経営の酪
農家である。個人経営の酪農家は年々減少し
続けているため、相対的に⼤規模法人経営の
⽐率が⾼くなっている。そのため、酪農ヘルパー
参加率が低下している理由は理解できる。　た
だし、中小規模の酪農家の酪農ヘルパー参加
率を⾼めることは、生産基盤を維持していくこと
に繋がることから、参加促進を進めてもらいた
い。

指標の名称（単位） 目標値
（年度）R1 R2 R3

家畜防疫互助事業の加⼊農家率
(⽜、豚)（％） B

年間延べ預託頭数達成率（％） A

畜産共進会出品点数（頭） A

酪農ヘルパー参加率（％） B



７ 団体の必要性の評価

※判定欄　…　○︓良好　　△︓改善を要する　　×︓抜本的な改革が必要

８ 団体改⾰の進捗状況（過去の⾏政経営推進委員会からの意⾒への対応状況）

※○︓対応済　　△︓対応中　　×︓未対応

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
○ 　当協会で実施している事業は、全て畜産農

家経営の安定的な発展に寄与するものであ
り、畜産農家経営の安定は、県⺠への安全、
安⼼な畜産物の安定的な供給に繋がることで
ある。現在、畜産経営を取り巻く環境は、
TPP11やEPA、FTAの発効、海外からの悪性
伝染病侵⼊リスクの増加、飼料価格の⾼騰等
厳しさを増す要因が多々⾒られる。そのため、
現在実施している事業や緊急対策事業の取り
組みは、必要不可欠であると考える。
　上記の事業の実施主体としては、様々な経
営形態の農家に平等に事業展開をする必要
があり、また、経営技術指導等は、専⾨の知識
を有した職員の対応が必要であることから、本
協会が最も適した団体であると考える。

○ 　各種の畜産事業を全畜産農家を対象に全
県で⼀括して実施できる団体は、他に無く、畜
産農家や畜産関係団体にとって必須の団体で
あることから、必要性は非常に⾼い。

対応状況
団体記載 県所管課記載

-

-

-

⾏政経営推進委員会意⾒
（経営健全性に係るもの以外）



Ⅲ　点検評価（経営の健全性）

１ 財務状況

 単年度収支　　　
 経常損益

 事業収益

 事業外収益

 特別収益

 収⼊計
 事業費⽤

 事業外費⽤
 特別損失
 支出計

（ 単位︓千円 ）

評価
(d-h)  4,671  5,768  3,946 Ａ

(a+b-e-f)  4,671  5,768  3,946 Ａ
公益目的事業会計  -1,845  -660  -2,488 収支相償による軽度な⾚字

収益事業等会計  -  -  - 
法人会計  6,516  6,428  6,434 

 剰余⾦  88,170  93,937  97,884 Ａ
※評価　…　Ａ︓プラス　　Ｂ︓特別な要因によるマイナス　　Ｃ︓マイナス

主な増減理由等
 資産  961,543  828,743  870,772  755,527 

 流動資産  76,522  116,083  92,031 県補助⾦未収分の減  60,443 
 固定資産  885,021  712,660  778,741 地域基⾦資産の増  695,084 

 負債  721,433  582,866  620,948  505,703 

 流動負債  31,785  67,816  25,680  1,003 
 固定負債  689,648  515,050  595,268 地域基⾦資産の増  504,700 

 正味財産/純資産  240,110  245,877  249,824  249,824 

 基本財産/資本⾦  151,940  151,940  151,940  151,940 

 剰余⾦等  88,170  93,937  97,884  97,884 
 運⽤財産  -  -  -  - 

(a)  384,561  1,675,487  535,235 コロナ対策補助事業が前年度で終
了  480,660 

うち県支出額  49,734  344,080  58,210  58,077 
(県支出額/事業収益) (12.9%) (20.5%) (10.9%) (12.1%)

(b)  1,457,358  52,280  3,752 子⽜積⽴⾦無事戻しが前年度の
み発生  158,984 

うち基本財産運⽤益  1,120  969  618  267 
(c)  -  -  -  - 

うち基本⾦取崩額  -  -  -  - 
(d=a+b+c)  1,841,919  1,727,767  538,987  639,644 

(e)  386,568  1,675,824  535,030 コロナ対策補助事業が前年度で終
了  481,644 

うち人件費  88,919  95,456  95,253  97,087 
(人件費/事業費⽤) (23.0%) (5.7%) (17.8%) (20.2%)

(f)  1,450,680  46,175  11 子⽜積⽴⾦無事戻しが前年度の
み発生  158,000 

(g)  -  -  -  - 
(h=e+f+g)  1,837,248  1,721,999  535,041  639,644 

収支差 (d-h)  4,671  5,768  3,946  - 

区　　　　分 R1 決算 R2 決算 R3 決算 備考（特別な要因等）

健
全
性
指
標

区　　　　分 R1 決算 R2 決算 R3 決算 R4 予算

支
出

資
産
の
状
況

収
支
の
状
況

収
入



２ 経営改善の取組の実施状況と評価

３ ⾚字の要因（前年度の単年度収⽀、経常損益が⾚字の団体のみ記載）

４ 経営の健全性の総括評価

※判定欄　…　○︓良好　　△︓改善を要する　　×︓抜本的な改革が必要
５ 団体改⾰の進捗状況（過去の⾏政経営推進委員会からの意⾒への対応状況）

※○︓対応済　　△︓対応中　　×︓未対応

　当協会の経営上、⼤きな不安定要素である家畜共同育成場管理事業において、預託推進員を配置し
て預託頭数の確保に努めるとともに、繁殖⽅法を預託農家から希望の多い人工授精に変更し、家畜共同
育成場としての魅⼒を⾼めた。併せて、預託⽜の飼養場所確保のため、県による畜舎増設に加え、協会で
通年放牧を導⼊したことにより、預託希望に対応することができた。結果、計画を上回る預託頭数の確保が
図られ、安定した経営に寄与した。また、飼料価格の⾼騰に対応するため、草地管理を重点的に⾏い、放
牧飼養頭数を増やすなど購⼊飼料費の削減に努めたが、想定以上に飼料価格が⾼騰したため、県から指
定管理料の補填を受け、収支を改善することができた。今後も飼料価格の上昇が⾒込まれるため、人件費
をはじめ、あらゆる経費の節減に努める必要がある。なお、令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響
により牧場参観会を中止したため、代替処置として利⽤者の意⾒収集のためのアンケートを実施し、公共牧
場としての資質の向上に努めた。

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
○ 　労災賠償⾦返済に係る会費値上げ分が、

⿊字として計上されているが、それを除いても若
⼲の⿊字計上であり、公益目的事業のみを実
施している協会としては、妥当な収支である。

○ 　⾦利の低下に伴い、基⾦運⽤益が年々減
少しているが、経費削減や会費の値上等の努
⼒により経営の健全性を保っていることは⼤きく
評価できる。

対応状況
団体記載 県所管課記載

コストを意識しながら事業を展
開

○ 　経営上最も⼤きな不安定要
素である家畜共同育成場管理
事業において、預託⽜の安定
確保による収益増取り組むとと
もに、放牧地の利⽤率を⾼め、
購⼊飼料量の縮減を図るなど
経費節減に取り組んでいる。

○ 　家畜共同育成場管理事業
は、経費削減を進めるとともに、
サービス向上など、利⽤者の満
⾜度を⾼めることにより、預託⽜
が安定的に確保できるようになっ
た。その他事業についても同様
にコスト削減に努めている。

⾏政経営推進委員会意⾒
（経営健全性に係るもの）



Ⅳ　改善に向けた今後の方針

１ 点検評価を踏まえた経営の方向性

２ 今年度の改善の取組

今後の展望、中期的な経営⽅針（団体記載） 団体の⽅針に対する意⾒等（県所管課記載）
　当協会は、県の⾏政施策や団体の事業を補完す
る役割を果たしており、これからも必要な補助事業等
を積極的に受け⼊れて、確実に実施する。
　指定管理を受けている家畜共同育成場は、⼤家
畜経営を活性化する資源として⼤きな潜在能⼒を
有しており、これを活⽤して、養⽜経営で最も重要な
課題である乳⽤種初妊⽜及び⾁⽤素⽜の安定的
な確保に向けて取り組むとともに、放牧場本来の目
的である、放牧を活⽤した⾜腰の強い⽜づくりを推進
する。
　畜産関係任意団体の多くは、農家数の減少等か
らその存続が危うくなりつつあるので、各団体の活動を
活性化することにより会員数の増加を図るとともに、
他団体との協⼒体制を構築して、各団体設⽴の所
期の目的達成に努める。
　畜産業に対して向かい風となる様々な社会環境変
化があった場合、その対応策として実施される新規緊
急対策事業の受け皿として当協会が期待されるが、
現状では、それらの事業の受け皿になりうる労働⼒や
経済⼒がない。そのため、今後は協会の体質強化に
努める。

　より⾼度な経営・衛生管理などの指導や支援を⾏
政機関やJAなどの団体に代わり実施している。
　また、全国的に乳⽤⽜が不⾜し、市場価格の⾼騰
が続く中で、優良乳⽤後継⽜の確保のため、家畜共
同育成場の施設と牧草地を最⼤限に活⽤して、より
多くの乳⽤⽜を育成するなど、畜産協会は畜産専⾨
の指導・支援機関として⼤きな役割を果たしている。

団体の取組（団体記載） 団体の取組に対する意⾒等（県所管課記載）
　家畜共同育成場において、預託農家からの要望を
受けて導⼊した人工授精について、受胎率の向上に
努めることで、預託⽜確保の強化を図る。
　放牧地として回復した草地の維持管理に努め、牧
養⼒を更に⾼めることにより、放牧頭数の増加を推
進しコストの削減を図る。
　健康な良い⽜を育てる上で重要な、発育状況把
握のための⽜⽤体重計について、未設置施設への設
置を進める。
　死亡獣畜冷却運搬⾞の維持・更新については、更
新費⽤の積み⽴て及び事業運営費の確保のため、
関係機関や運搬⾞利⽤者の理解を得て、令和4年
度から運搬⾞整備維持負担⾦の徴収をはじめること
ができた。今後、コスト意識を⾼め運営費の節減を図
るとともに、更新費⽤の着実な積み⽴てを⾏う。

　家畜共同育成場については、預託農家の要望に
応えていく取組は、評価できる。
　死亡獣畜処理円滑化事業についても、県とともに
関係機関や運搬⾞利⽤者の理解に努めていただ
き、令和4年度からの安定的な事業運営につなげて
いくことを期待する。



Ⅴ　組織体制及び県の関与
１ 役職員数及び県⽀出額等

２ 点検評価（団体記載）

３ 点検評価（県所管課記載）

（単位︓人、千円）
区　分 R1 R2 R3 R4 備考（増減理由等）

常勤役員数  2  2  2  2 
うち県ＯＢ  1  1  1  1 
うち県派遣  -  -  -  - 

常勤職員数  16  17  19  18 
うち県ＯＢ  1  1  1  - 家畜共同育成場場⻑を勤めていた県職員ＯＢが退職

し、⺠間出⾝者へ交代したため。

うち県派遣  -  -  -  - 
県支出額  49,734  344,080  58,210  58,077 

補助⾦  4,257  293,674  2,924  3,227 .
委託⾦  45,477  50,406  55,286  54,850 
その他  -  -  -  - 

県からの借⼊⾦  -  -  -  - 
県が債務保証等を
付した債務残⾼  -  -  -  - 

※役職員数は各年度４⽉１⽇時点、県支出額は決算額（当該年度は予算額）、借⼊⾦・損失補償等は期末残⾼

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○︓基準を満たしている　　△︓基準を満たしていないが合理的理由がある　　×︓基準を満たしていない

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○︓基準を満たしている　　△︓基準を満たしていないが合理的理由がある　　×︓基準を満たしていない

 定員管理の⽅針等を
 策定し、組織体制の
 効率化に計画的に取
 り組んでいるか

○ 　当協会は、既に団体統合により効率化を進めている。
　事務事業に係る業務量調査を実施し、労働⼒の過不⾜や職員個々の
仕事量のバランスの確認を⾏っている。
　家畜共同育成場の人員については、預託頭数の変化及び新たな技術対
応を考慮して、適正な人員配置を⾏っている。

 常勤の役員に占める
 県職員を必要最小限
 にとどめているか

○ 　常勤役員の県OBは、畜産情勢に詳しい1名を採⽤しており、必要最小
限にとどめている。

 常勤の職員に占める
 県からの派遣職員を
 必要最小限にとどめ
 ているか

- 県からの派遣はない。

 県からの派遣職員に
 ついて、必要性、有効
 性が認められるか

- 該当なし

 県からの補助⾦等の
 支出や借⼊⾦等につ
 いて、必要性、有効
 性が認められるか

○ 　令和3年度は、県補助⾦4事業、県委託⾦2事業を実施し、県補助⾦
及び委託⾦の総額は、58,210千円、団体収⼊に占める県負担割合は、
10.9％である。
　県委託事業、県補助事業とも県の役割を代替、補完する性格のものであ
り、必要な支出である。さらに、毎年度⾒直しを実施し、経費節減にも努め
ている。



Ⅵ　更なる効果的事業の実施に向けた取組
１ 外部意⾒把握の⼿法及び意⾒

２ 事業やサービスの⾒直し例

区　分 実施 結果公表 実施内容 主な意⾒・評価

 ○︓実施している／公表している　　―︓実施していない／公表していない

利⽤者等
意⾒交換会

- - 　従来から牧場参観会を開催し利
⽤者との意⾒交換を⾏ってきたが、
新型コロナ感染症のため2年連続で
中止した。令和4年度は感染対策
に留意しながら参観会を再開する予
定である。

-

その他
(利⽤者の意⾒
収集)

○ - 　県下に非常勤畜産コンサルタント6
名を配置し、農家巡回等を⾏い畜
産農家の意⾒を収集している。特
に、指定管理者として事業を⾏って
いる家畜共同育成事業については、
非常勤畜産コンサルタントのうち4名
が、預託推進員として預託希望農
家の意⾒要望を収集するとともに、
預託予定⽜の健康相談等を⾏って
いる。また、育成場職員も預託⽜の
⼊退牧の折に、預託農家の意⾒を
聴取している。

　預託開始⽉齢をもう少し早くしてもら
いたい。　
　帰牧⽜の状態が良い。
　マキ⽜による自然交配は極⼒やめて
欲しい(生産子⽜の市場価値が低い)
　遺伝子検査済み(生涯能⼒予測)
精液を交配精液に加えてもらいたい。
　飼料価格が⾼騰しており、資⾦繰り
を考えると交雑種生産の⽐重を⾼めた
い（預託するホルスタイン種を減らした
い）
　今後、ジャージーを増頭したい。

　家畜共同育成事業については、預託農家から希望のある人工授精及び受精卵移植技術の実証試験を
実施した結果、人工授精は、導⼊可能な成績であったため、令和元年度から繁殖⽅法を人工授精主体に
変更し、令和2年度からは、性判別精液の受胎率向上に努めている。なお、交配精液の選定については、
人工授精所及び預託農家の意⾒を参考に10種類程度(⿊⽑和種を含む)を選定し、その中から預託農家
が選べる⽅式とした。⼀⽅、受精卵移植技術については、実証試験を継続したが、受胎率が人工授精より
低く、加えて流産事例が多発したことから、預託期間の⻑期化など利⽤農家の経済的負担が⼤きくなったた
め導⼊中止とした。
　県や畜産関係団体に係る情報を協会ホームページに掲載し、県⺠に対し積極的な情報提供を⾏った。
　生産現場や消費者の関⼼が⾼い、農場HACCP及びGAPの指導員資格や審査員資格を職員に取得さ
せ、生産現場からの指導依頼に対応できる体制の整備を進めている。
　豚熱や新型コロナウイルス感染症対策のための新たな緊急対策事業について、畜産物供給の安全確保の
観点から、可能な限り対応した。

外部評価委員
会

○ ○ 　家畜共同育成事業については、年
1回県が開催する指定管理者評価
委員会において専⾨家による評価を
受けている。

　施設設置目的の達成、サービスの向
上、施設等の維持管理、危機管理体
制の構築に⾼い評価を得た。
　⼀⽅、草地の維持管理、管理経費
の縮減については、放牧地の改善に努
め購⼊飼料の依存度下げることが必
要との指摘を受けた。

利⽤者ｱﾝｹｰﾄ ○ - 　家畜共同育成事業について、利
⽤者アンケートを⾏い、利⽤者の意
⾒・要望を収集し、事業の改善の参
考とした。
・帰牧⽜の発育評価
・帰牧⽜の問題点
・牧場における管理⽅法への要望
・今後の牧場利⽤の考え⽅等

　帰牧⽜の発育評価は、⼤半の預託
農家が⼤変良い、まあまあ良いと回答
しており、総合評価でも、まあまあ良い
以上の評価が90％以上であった。
　管理⽅法への要望としては、人工授
精の実施回数の増加や、農家別に種
雄⽜の種類や人工授精回数を弾⼒
的に変更したいなどの意⾒があった。
　今後の牧場利⽤については、ほとんど
の利⽤者が、引き続き牧場を利⽤して
の経営を考えている。




